
総務部 財政課

「地方公共団体の財政の
健全化に関する法律」の概要



地方公共団体の財政健全性に関する比率等の公表により、当該比率に応じて
財政の早期健全化、財政の再生等の促進を図る。

（１） 目的（１） 目的

（２） 健全化判断比率等の公表（２） 健全化判断比率等の公表

地方公共団体は、毎年度、次の健全化判断比率等を議会に報告し、公表

地方公共団体財政健全化法の概要

① 実質赤字比率
② 連結実質赤字比率
③ 実質公債費比率
④ 将来負担比率
※ 資金不足比率（公営企業ごと）
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①～④の比率のいずれかが早期健全化基準以上の場合

（３） 財政の早期健全化（３） 財政の早期健全化

（４） 財政の再生（４） 財政の再生

①～③の比率のいずれかが財政再生基準以上の場合

地方公共団体財政健全化法の概要

・財政健全化計画を作成し、議会の議決を経て速やかに公表
・総務大臣又は都道府県知事に報告

・ 財政再生計画を作成し、議会の議決を経て速やかに公表
総務大臣又は都道府県知事に報告

・ 財政再生計画を総務大臣に協議し、同意を得ていなければ、起債を制限
・ 再生振替特例債の許可（赤字地方債、再生計画期間内に償還）

（５） 公営企業の経営の健全化（５） 公営企業の経営の健全化

公営企業ごとに算出した資金不足比率が経営健全化基準以上となった
場合、経営健全化計画を作成
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指 標 定 義 早期健全
化基準

財政再生
基準

実 質 赤 字 比 率
一般会計等を対象とした実質赤字の標準財
政規模に対する比率 3.75% 5%

連結実質赤字比率
全会計を対象とした実質赤字の標準財政規
模に対する比率 8.75% 15%

実 質 公 債 費 比 率
一般会計等が負担する元利償還金等の標準
財政規模に対する比率 25% 35%

将 来 負 担 比 率
公営企業、出資法人等を含めた一般会計等
が将来負担すべき実質的負債の標準財政規
模に対する比率

400% -

資 金 不 足 比 率
公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模
に対する比率 20%

-

早期健全化基準及び財政再生基準等

経営健全化
基準
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健全化判断比率等の対象
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会計・法人等名

一般会計

災害救助基金特別会計

母子父子寡婦福祉資金特別会計

就農支援資金特別会計

小規模企業者等設備導入等事業支援特別会計

財政調整積立金特別会計

証紙特別会計

土地取得特別会計

林業改善資金特別会計

沿岸漁業改善資金特別会計

公債管理特別会計

育英資金特別会計

地方独立行政法人佐賀県医療センター好生館貸付金特別会計

公営事業会計 国民健康保険事業特別会計

　（4会計）

佐賀県工業用水道事業会計

佐賀県産業用地造成事業特別会計

佐賀県港湾整備事業特別会計

　

　

佐賀県競馬組合

佐賀県道路公社

佐賀県土地開発公社

(公財)佐賀県地域産業支援センター

(公社)佐賀県農業公社

(一財)嘉瀬川水辺環境整備センター

佐賀県信用保証協会

佐賀県漁業信用基金協会

一部事務組合・広域連合　（1団体）

地方公社・第三セクター
（5団体）

　　設立法人

　　設立法人以外で損失補償を
　　行っている団体

公的信用保証機関（２団体） 　　公的信用保証機関

地方自治法
の区分

地方財政状況
調査の区分

比率の対象会計

佐
賀
県

一般会計

普通会計

（13会計）

特別会計

うち公営企
業会計

（3会計）

資

金

不

足

比

　

　

率

※公営企業

会計ごとに
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該当なし（－％）
※全会計とも黒字

健全化判断比率等の算定式

（基準）
早期健全化基準 3.75％
財政再生基準 5％

実質赤字額 （①+②）

①一般会計における実質赤字額（公営企業会計分を除く）

②一般会計等に係る特別会計における実質赤字額

標準財政規模
（県税・交付税など標準的な一般財源の規模）

分 子

分 母

（単位：億円）

－

2,424



該当なし（－％）
※全会計とも黒字

健全化判断比率等の算定式

（基準）
早期健全化基準 3.75％
財政再生基準 5％

実質赤字額 （①+②）

①一般会計における実質赤字額（公営企業会計分を除く）

②一般会計等に係る特別会計における実質赤字額

標準財政規模
（県税・交付税など標準的な一般財源の規模）

分 子

分 母

（単位：億円）

－

2,424


